
令和２年度　普通交付税算定結果　総括表
令和2年度 令和2年度 令和元年度

算定結果 当初予算(見込) 額 率（％） 算定結果 額 率（％）

A B C=A-B D=C/B Ｅ F=A-E G=F/E

492億2,855万円 492億5,786万円 △2,931万円 △0.1 478億7,909万円 13億4,946万円 2.8

32億3,950万円 33億1,469万円 △7,519万円 △2.3 34億2,179万円 △1億8,229万円 △5.3

459億8,905万円 459億4,317万円 4,588万円 0.1 444億5,730万円 15億3,175万円 3.4

335億3,724万円 332億5,313万円 2億8,411万円 0.8 319億7,959万円 15億5,765万円 4.9

124億5,181万円 126億9,004万円 △2億3,823万円 △1.9 124億7,771万円 △2,590万円 △0.2

0.000510886 － － － 0.000880708 － －

△2,350万円 － △2,350万円 － △3,915万円 1,565万円 △40.0

124億2,831万円 126億9,004万円 △2億6,173万円 △2.1 124億3,856万円 △1,025万円 △0.1

156億6,781万円 160億  473万円 △3億3,691万円 △2.2 158億6,035万円 △1億9,254万円 △1.2

　※　当初予算を算定するにあたっての金額であり、実際の当初予算額は113億4,000万円、6月補正後の現計予算額は124億4,414万円です。

基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）（上記ａ）及び基準財政収入額（上記ｂ）の内訳については別紙をご参照ください。

普通交付税+臨財債発行可能額 i
（h+b）

（注）表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値の計と合計は一致しない場合があります。

基準財政需要額　計　　　　　c
（臨時財政対策債振替後） （a-b）

区分

当初予算に対する増減 令和元年度に対する増減

基準財政需要額
（臨時財政対策債振替前）　　a

臨財債振替額
（発行可能額）　　　　　　　b

基準財政収入額　　　　　　　d

交付基準額　　　　　　　　　e
（c-d）

調整率  　　　　　　　　    f

調整額　　　　　　　　　　　g
（c×f）

当初交付決定額　　　 　     h
（e+g）

※


